
【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

88.3% 80.3%

児童クラブ、学童館等 39 0 0.0% コスト面などを考慮し、指定管理者の導入はなじまないことから直営としている。 39 コスト面などを考慮し、指定管理者の導入はなじまないことから直営としている。 33.1% 23.8%

福祉・保健センター 9 9 100.0% 　 0 　 76.5% 53.2%

介護支援センター 2 2 100.0% 　 0 　 100.0% 48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 83.3% 73.8%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 49.2% 49.8%

公民館の多くは窓口センターを併設しているため、職員の配置が必要である。 30.3% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 25 14 56.0% 公民館の多くは窓口センターを併設しており、適切な市民サービスを提供するため、一部委託
化を図り、直営としている。

9

0 　 62.8% 51.6%

45.5% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

甲府市の生涯学習における拠点施設であり、良質な情報を多くの市民に提供する情
報発信施設でもあるため、必要である。

12.9% 19.8%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 1 33.3% 未導入の施設については指定管理者制度導入も含め今後のあり方を検討している。 2 施設の特性上、専門的な知識を要する職員が必要であるため職員を常駐している。

図書館 1 0 0.0% 甲府市の生涯学習における拠点施設であり、良質な情報を多くの市民に提供する情
報発信施設でもあるため、直営としている。

1

○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 施設や業務に特殊性があるため、現時点では一部委託化を行う中で、直営としてい
る。

2 業務の特殊性や経験を要するものもあるため、現時点では運営上、必要であると考
えている。

23.2% 22.3%

駐車場 10 4 40.0% コスト面を考慮し、一部委託化を図る中で、直営としている。なお、指定管理者制度未
導入施設の内、２件は次年度に向けて指定管理者制度の選定を行う。

0 　 74.0%

策定済

　 56.4% 44.3%

公営住宅 23 0 0.0%
入居者の収入などの個人情報を取り扱うとともに、指定管理者の行うことのできる事
務の範囲が入居の募集や修繕・清掃などに限られるため、現時点では、一部委託化
を図り、直営としている。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

62.7% 15.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 64.9% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 55.0% 53.3%

　 68.0% 74.7%

実施しない理由

58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 5 5 100.0% 　 0

　 95.3% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 90.8% 75.9%

検討中
　 69.6%

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 76.6%

0 　 67.1% 48.0% 類型 実施予定時期

1 最小限の人員での維持管理と運営を行っている。 68.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 3 100.0%

単独クラウド 平成30年度 8.3% 26.7%

体育館 1 0 0.0% 最小限の人員での維持管理と運営を行っていることから、指定管理制度の導入によ
る経費節減が見込めないため。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.5%

調査・集計 　 　 96.6% 96.4%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

61.7% 13.3%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 100.0% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 89.8% 71.6%

案内・受付 　 　 95.9% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 78.0% 87.9%

し尿収集 　 　 96.1% 98.1%

本庁舎の夜間警備 　 　 91.1% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
35.0% 85.0% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 89.1% 93.2%

設置済 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192015 山梨県 甲府市 中　 核　 市

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

80.8% 80.3%

児童クラブ、学童館等 12 0 0.0% 放課後児童クラブについては、市内各小中学校と連携をとる中で運営している状況が
あることから、現段階においては指定管理導入の見込みはない。

12 放課後児童クラブについては、市内各小中学校と連携をとる中で運営している状況
があることから、現段階においては指定管理導入の見込みはない。

15.5% 23.8%

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 45.3% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 51.9% 48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 　 0 　 87.5% 73.8%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 　 0 　 64.6% 49.8%

直営の職員が管理することにより極め細やかで柔軟な市民サービス向上に努めて
いる。

20.4% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 31 3 9.7%
左記のうち、23の地区会館については各自治会に管理を委ねている。また、5つの基幹コミュニ
ティセンターについては、直営の職員が管理することにより極め細やかで柔軟な市民サービス
向上に努めている。
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0 　 46.7% 51.6%

26.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

生涯学習機能を持つ施設であり、長期継続的な事業や図書館運営を実施するため 17.1% 19.8%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 1 50.0% 指定管理者制度の導入が相応しい施設なのか、その可否について検討していく。 1 博物館という性質上、極めて専門性の高い知識を有する学芸員を配置しなければな
らないため。

図書館 1 0 0.0% 性質上直営で運営すべき施設だと思うが、メリットデメリットを把握し、検討する必要が
ある。

1

○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 16.9% 22.3%

駐車場 2 2 100.0% 　 0 　 21.2%

策定済

他の公園と一体で管理運営を行っており、本公園に指定管理制度を導入することに
より、公園全体での維持管理に対するコスト増が見込まれるため、現時点では導入
することは考えていない。

38.4% 44.3%

公営住宅 15 0 0.0%
公営住宅法で指定管理者の行いうる業務が家賃の徴収事務・清掃・修繕等の維持管
理業務に限定されるため本市の住宅管理部門は残す必要がありコスト削減効果が見
込めないと考える。

0 　

大規模公園 1 0 0.0%
他の公園と一体で管理運営を行っており、本公園に指定管理制度を導入することに
より、公園全体での維持管理に対するコスト増が見込まれるため、現時点では導入す
ることは考えていない。

1

13.0% 15.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 88.5% 74.7%

実施しない理由

58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 87.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 72.3% 75.9%

検討中 ○ 令和4年10月に現在の基幹系システムのリースアップ（現契約満了+再ﾘｰｽ1年間含む）を迎えるため、「自治体クラウド」と
「単独クラウド」のどちらにするのかも含めて検討中である

　 65.9%

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 58.1%

0 　 49.3% 48.0% 類型 実施予定時期

0 　 40.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
5 5 100.0% 　

単独クラウド 37.0% 45.2%

体育館 1 1 100.0%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.0% 97.5%

調査・集計 　 　 98.4% 96.4%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 98.6% 97.2%

学校用務員事務 30.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

28.8% 4.1%

○ ○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 93.8% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 69.4% 71.6%

案内・受付 　 　 92.3% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.4%

実施状況

公用車運転 90.3% 87.9%

し尿収集 　 　 96.3% 98.1%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
13.7% 30.1% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 94.7% 93.2%

設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192023 山梨県 富士吉田市 都市　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192040 山梨県 都留市 都市　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
13.7% 30.1% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 94.7% 93.2%

案内・受付 　 　 92.3% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 90.3% 87.9%

し尿収集 　 　 96.3% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 93.8% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 69.4% 71.6%

28.8% 4.1%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 98.6% 97.2%

学校用務員事務 ○ 今後は民間委託に切り替えることも検討していく。 30.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.0% 97.5%

調査・集計 　 　 98.4% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 40.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
8 0 0.0% 指定管理者制度を導入することによるコスト減が見込まれないため。

単独クラウド 37.0% 45.2%

体育館 2 0 0.0% 現在、体育協会に業務委託しているが、指定管理者制度を導入することによるコスト
減が見込まれないため。

夏季のみの使用であり、使用料免除の学生の利用が多く、指定管理者制度を導入す
ることによるコスト減が見込まれないため。

0 　 58.1%

0 　 49.3% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド 令和3年度

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 87.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 72.3% 75.9%

検討中
　 65.9% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 88.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 38.4% 44.3%

公営住宅 12 0 0.0% 指定管理者制度を導入することによるコスト減が見込まれないため。 0 　

大規模公園 1 0 0.0% 料金収入額が少なく、指定管理者制度を導入することによるコスト減が見込まれない
ため。

0

13.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 21.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 16.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 利用料収入少なく、指定管理者制度を導入することによるコスト減が見込まれないた
め。

1 寄託された収蔵品等の管理等、直営が望ましい。

図書館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設であると考えており、指定管理者制度を導入することによるコ
スト減が見込まれないため。

1

26.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

事業の継続性重視の観点から、期間を限る指定管理者の導入は社会教育事業にそ
ぐわない。

17.1% 19.8%

社会教育法等の規定に基づき設置され、直営で運営すべき施設として現在に至って
いる。

20.4% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 複数の公的施設が同居しており、この複数施設を統括するうえでも直営の必要があ
る。

公民館、市民会館 2 1 50.0% 社会教育法等の規定に基づき設置され、直営で運営すべき施設として現在に至っている。 1

1 公民館・世代間交流施設・ファミサポなど、複数の公的施設が同居し、事業を実施し
ているため、職員の常駐が必要。

46.7% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 64.6% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 87.5% 73.8%

介護支援センター 1 0 0.0% 本市における地域包括支援センターの設置は基幹型一か所のみのため、直営で設
置する必要がある。

1 地域包括支援センターの設置は三職種（保健師、主任ケアマネ、社会福祉士）の配
置が必要なため、委託するのが困難な状況である。

51.9%

福祉・保健センター 2 1 50.0% 直営で運営すべき施設である。 1 直営で運営すべき施設であるため、自治体職員を常駐する必要がある。 45.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 11 0 0.0% 公設民営で運営している。 0 　 15.5% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

80.8% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192058 山梨県 山梨市 都市　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.8% 13.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 87.8% 93.2%

案内・受付 　 　 85.2% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 89.0% 87.9%

し尿収集 　 　 98.9% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 93.5% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.6% 71.6%

24.2% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.9% 97.2%

学校用務員事務 28.2% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 99.2% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.4% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 94.6% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 28.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
7 0 0.0% 特に小規模な施設の管理方法などの課題を解消した上で、指定管理者制度導入に

よるメリットなどの検討が必要であるため。

単独クラウド 平成27年度 令和7年度 34.4% 35.9%

体育館 3 2 66.7% 未導入の施設については、常駐職員がいない小規模な体育館であるため、今後、指
定管理者制度導入によるメリットなどの検討が必要であるため。

未導入の施設は、現在休止中の施設であり、隣接する未利用公共施設とあわせ、今
後の活用方策を検討している段階であるため。

0 　 45.4%

0 　 41.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.6% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 2 66.7%

　 92.1% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 0 0.0% 施設の老朽化などの課題を解消した上で、指定管理者制度の導入に向けた検討をし

ていく必要があるため。
3

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

管理運営上、職員を配置する必要があるため。 73.9% 75.9%

検討中
　 56.2% 58.8%

産業情報提供施設 3 3 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 78.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 84.6% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

管理運営上、職員を配置する必要があるため。 35.3% 44.3%

公営住宅 30 0 0.0% 指定管理者が行える業務が家賃の徴収事務などに限定されるため、制度導入による
管理経費の削減効果や公募しても応募する団体の見込みがないため。

0 　

大規模公園 1 0 0.0% 制度導入に向けた必要な手続き、公募条件の検討及びスケジュール調整などを行っ
ている段階であるため。

1

5.9% 15.3%

駐車場 1 0 0.0%
管理業務については、委託済みであるが、利用収入が見込めることや駅前に立地し
ていることを踏まえ、今後、指定管理者制度導入の必要性やメリットなどの検討が必
要であるため。

0 　 23.0%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 0 0.0%
1施設については、令和3年度中の指定管理者選定に向けて準備を進めているところ
である。他の施設については、個別施設計画の策定に向け、今後の方向性を検討し
ている段階であり、現段階では制度導入の予定はない。

1 管理運営上、職員を配置する必要があるため。

図書館 1 0 0.0% 教育施設であることや、単独での利用収入が見込めない施設であるため、今後、指
定管理者制度導入によるメリットなどの検討が必要であるため。

1

32.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

管理運営上、職員を配置する必要があるため。 13.9% 19.8%

管理運営上、職員を配置する必要があるため。 18.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 制度導入に向け、公募条件、スケジュール調整などの検討が必要であるため。

公民館、市民会館 17 0 0.0%
市民会館については、公募条件の検討及びスケジュール調整などを行っている段階であり、公
民館については、地域コミュニティの拠点施設であることを踏まえた中で、今後、指定管理者制
度導入の必要性などの検討が必要であるため。

1

1 管理運営上、職員を配置する必要があるため。 31.6% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 46.7% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 2 0 0.0%
未導入の2施設は、これまで制度を導入していた施設であり、指定団体の辞退等によ
り事業を休止しているところである。これらの状況を踏まえ、今後は公的介護事業の
在り方などを検討していく必要があるため。

0 　 48.9%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 0 　 49.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 3 3 100.0% 　 0 　 11.7% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

76.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192066 山梨県 大月市 都市　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
13.7% 30.1% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 94.7% 93.2%

案内・受付 　 　 92.3% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.4%

実施状況

公用車運転 ○ 専任職員については、退職後は再任用制度を利用して対応していく予定であるが、その後については、臨時的任用職員等で対応できるか検討していきたい。 90.3% 87.9%

し尿収集 　 　 96.3% 98.1%

学校給食（運搬） 93.8% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 69.4% 71.6%

28.8% 4.1%

○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 98.6% 97.2%

学校用務員事務 30.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.0% 97.5%

調査・集計 　 　 98.4% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

2
していかんりしゃによる　じちたいふたんのけいげんがみこめない　。こんごは、りよう
しゃまんぞくどのこうじょう　さーびすこうじょうを　はかるもくてきでけんとうをおこなう　
。

40.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 職員は常駐しておらず、指定管理者制度を導入することにより、現状よりコスト増が見

込まれるため。

単独クラウド 平成28年度 令和8年度 37.0% 45.2%

体育館 2 0 0.0% 施設の老朽化の改善、施設規模が小規模すぎるなど、指定管理の条件を整えるだけ
でコストがかかり、現状では管理コストの低減化、運営内容の充実が見込まれない。

　 0 　 58.1%

0 　 49.3% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 87.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 72.3% 75.9%

検討中
　 65.9% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 88.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 38.4% 44.3%

公営住宅 15 0 0.0% 現在、職員の対応で業務施行ができているため、導入に対する検討を行っていない。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

13.0% 15.3%

駐車場 4 0 0.0% 売却処分までの暫定利活用による駐車場であるため。 0 　 21.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 16.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 施設の老朽化の改善、施設規模が小規模すぎるなど、指定管理の条件を整えるだけ
でコストがかり、現状では管理コストの低減化、運営内容の充実が見込まれない。

1 指定管理者による自治体負担の軽減が見込めない。今後は、利用者満足度の向
上・民間の発想を取り入れ、サービス向上を図る目的で検討を行う。

図書館 1 0 0.0% 施設の老朽化の改善、施設規模が小規模すぎるなど、指定管理の条件を整えるだけ
でコストがかり、現状では管理コストの低減化、運営内容の充実が見込まれない。

1

26.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

指定管理者による自治体負担の軽減が見込めない。今後は、利用者満足度の向
上・民間の発想を取り入れ、サービス向上を図る目的で検討を行う。

17.1% 19.8%

指定管理者による自治体負担の軽減が見込めない。今後は、利用者満足度の向
上・民間の発想を取り入れ、サービス向上を図る目的で検討を行う。

20.4% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 81 0 0.0% 地域ごとの公民館施設につき、地域で管理する以外に指定管理とするメリットはないと考える
ため。

1

0 　 46.7% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 64.6% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 87.5% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 51.9%

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 45.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 7 0 0.0% 指定管理者にすることにより、保育内容の拡充の可能性があるが、体制が整ってい
ない状況のため。

7 支援員として常駐しているため。 15.5% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

80.8% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192074 山梨県 韮崎市 都市　Ⅰ－１

設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.8% 13.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 87.8% 93.2%

案内・受付 　 　 85.2% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 ○ 技能労務職員が専任しており、退職までは現状の予定。 89.0% 87.9%

し尿収集 　 　 98.9% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 93.5% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.6% 71.6%

24.2% 0.0%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.9% 97.2%

学校用務員事務 28.2% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 99.2% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.4% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 94.6% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

1 　 28.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 導入を検討しているが、指定管理の条件など細部まで結論に至っていないため

単独クラウド 34.4% 35.9%

体育館 8 0 0.0% 導入を検討しているが、指定管理の条件など細部まで結論に至っていないため

　 0 　 45.4%

0 　 41.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.6% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 92.1% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 73.9% 75.9%

検討中 ○ 次回（令和６年度）調達までに検討

　 56.2% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 78.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 84.6% 64.9%展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 　 0

　 35.3% 44.3%

公営住宅 12 4 33.3% 老朽化している施設もある等応募が見込めず、導入が進められないため 0 　

大規模公園 3 0 0.0% 導入を検討しているが、指定管理の条件などの細部まで結論に至っていないため 0

5.9% 15.3%

駐車場 2 2 100.0% 　 0 　 23.0%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 施設老朽化のため、応募が見込めず、指定管理料も少額となるため 0 　 18.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 0 0.0% 美術館、資料館については規模も小さく指定管理料も少額となり、応募者が見込めな
いため

2 美術館、資料館については規模も小さく指定管理料も少額となり、応募者が見込め
ないため

図書館 1 1 100.0% 　 0

32.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 13.9% 19.8%

　 18.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 12 0 0.0% 生涯学習活動の拠点として、地域の実情に合わせているなど、密着性が高いため 0

0 　 31.6% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 開設期間は5～10月であり、指定管理者制度を使うことで、大幅なコスト増が見込ま
れるため

0 46.7% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 48.9%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 職員が保健行政事務を行っている施設のため 1 職員が保健行政事務を行っている施設のため 49.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 4 0 0.0% 施設再考や整備等があり、導入の検討までには至っていないため 4 施設再考や整備等があり、導入の検討までには至っていないため 11.7% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

76.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192082 山梨県 南アルプス市 都市　Ⅱ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.5% 40.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 95.3% 93.2%

案内・受付 　 100.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 87.1% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 98.2% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 将来的に業務委託を検討する 74.6% 71.6%

43.5% 8.7%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.1% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

現状の事務処理で効率的に業務を執行できているため在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.5% 97.5%

調査・集計 　 　 91.2% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 43.7% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
10 9 90.0% 指定管理未導入施設は、有料施設ではなく使用者に管理をお願いしているため

単独クラウド 平成27年度 令和7年度 23.2% 37.7%

体育館 7 7 100.0% 　

　 0 　 51.0%

0 　 46.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.9% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 3 100.0%

　 80.9% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
8 8 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 2 66.7%
施設を改修し、新しい施設規模での費用や集客人数を把握するため指定管理から直
営に変更した。
今後、運営方法を検討していく

0

　 87.4% 75.9%

検討中
　 72.4% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 75.9% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 57.1% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 43.2% 44.3%

公営住宅 31 0 0.0% 老朽化により入居可能な住宅が少ないため、直営で運営している 0 　

大規模公園 1 1 100.0% 　 0

24.2% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 29.9%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 35.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 0 0.0% 芸術文化事業を行う施設として、今後も直営で運営していく 3 直営で事業を行うため、常駐が必要

図書館 5 0 0.0% 直営の運営の方がサービスを向上させることができると考えているため 5

28.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

現状のサービスを維持・向上させるためには常駐がよい 13.1% 19.8%

直営で運営しているため 16.7% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 8 2 25.0% 市の方針として直営で行っている。将来的には検討していく 2

0 　 53.2% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 58.1% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 88.2% 73.8%

介護支援センター 7 1 14.3% 市の方針として直営で運営しているため 0 　 73.0%

福祉・保健センター 2 0 0.0% 現在は直営だが、指定管理や民間譲渡を検討 0 　 56.2% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 18 0 0.0% 運営方法を検討しているため 18 直営で運営しているため 28.6% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192091 山梨県 北杜市 都市　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.8% 13.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 87.8% 93.2%

案内・受付 　 　 85.2% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 89.0% 87.9%

し尿収集 　 　 98.9% 98.1%

学校給食（運搬） 93.5% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 令和元年度から委託に向けた検討をはじめたところである。 68.6% 71.6%

24.2% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.9% 97.2%

学校用務員事務 28.2% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 99.2% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.4% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 94.6% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 28.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
39 34 87.2% 施設の利用率が低く、また、利用者についても地元の団体等が中心であるため導入

が難しい。

単独クラウド 34.4% 35.9%

体育館 8 8 100.0% 　

保育園・小学校のプールとして使用しているため導入が難しい。 1 保育園・小学校のプールとして使用しているため、自治体職員の運営が望ましい。 45.4%

0 　 41.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.6% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド 令和3年度

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 1 50.0%

　 92.1% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
10 10 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

9 9 100.0% 　 0

　 73.9% 75.9%

検討中
　 56.2% 58.8%

産業情報提供施設 7 7 100.0% 0

キャンプ場等 5 5 100.0% 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 78.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 84.6% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 35.3% 44.3%

公営住宅 52 0 0.0% 導入に向けた検討を行ってきたが、老朽化した施設が多く、指定管理料が高額となる
ため、十分な費用対効果を得られる見込みがないことから、導入は見送った。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

5.9% 15.3%

駐車場 33 5 15.2% 使用料が見込める施設は指定管理者制度を既に導入しているが、使用料を徴収しな
い観光駐車場等が多くあり、当該施設は指定管理制度への導入が見込めないため。

0 　 23.0%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 　 0 　 18.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

8 2 25.0% 館設置の目的を達成できる団体が地域にはないため、指定管理者導入の議論が進
んでいない。

5 受け皿となる団体がなく、立地条件や館の規模などから指定管理者の受益メリットが
あまりないことから直営で運営している。

図書館 8 0 0.0%
公立図書館は、住民の生活・職業・生存と精神的自由に深くかかわる機関である。こ
のような基本的な性格に照らして公立図書館は地方公共団体が直接経営すべきもの
であるため。

8

32.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

個人情報の取扱いも多く、自治体職員による運営が望ましい。 13.9% 19.8%

直営で運営する施設であり、また、公民館には館長及び主事を配置していないた
め、自治体職員を常駐する必要がある（申請・許可・維持管理等業務）。

18.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 3 0 0.0% 施設内に他の教育施設が併設されており、指定管理制度への導入には調整が必要
なため。

公民館、市民会館 18 0 0.0% 社会教育法第３条に規定している地方公共団体の任務を遂行するためには、直営で運営する
ことが望ましい施設であるため、導入を考えていない。

10

3
文化施設は、地域住民の活動拠点であり、学習活動の場としての役割も担うため、
十分な安全性・機能性を有する必要がある。このため自治体職員を常駐することに
より、安全・快適で、利用しやすい施設とするため。

31.6% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 46.7% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 1 0 0.0%
これまでの協議において民間委託が見込めないこと、また、圏域の見直しに伴い市
全体を一圏域とし、立地条件や様々な介護サービスを一体的に活用できる利点から、
直営での運営が適当であると判断したため。

1 地域包括支援センターが直営での運営であり、常駐で職員を配置し体制を強化する
ことで、住民のニーズ、高齢者を取り巻く諸課題に総括的に対応できるため。

48.9%

福祉・保健センター 3 0 0.0%
母子福祉行政の根幹となる事業を実施し、また、障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律第2条に基づき、障害者等の福祉の増進を図る事業を
実施するため、委託等が困難である。

2
市の福祉業務を切り離すことができないことや、保健センター機能を有し、子育て支
援の拠点施設としているため、相談及びサービス提供を行なえる体制をとっているこ
となどから職員常駐が望ましい。

49.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 19 0 0.0% 児童クラブ、児童館についてはそれぞれ子ども・子育て支援法、児童福祉法に基づき
設置しており、市が直営により業務を行うことが適当と考える。

19
児童クラブ、児童館についてはそれぞれ子ども・子育て支援法、児童福祉法に基づ
き設置しており、児童の安全な居場所等として自治体職員が業務を担うことが適当と
考える。

11.7% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

76.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192104 山梨県 甲斐市 都市　Ⅱ－３

設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
15.1% 38.4% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 94.0% 93.2%

案内・受付 　 　 91.2% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 90.8% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 90.6% 71.6%

48.8% 5.8%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.2%

学校用務員事務 47.1% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

本市におけるメリット、デメリットを調査・研究中のため在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.2% 97.5%

調査・集計 　 　 97.4% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 62.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
6 0 0.0% 経費増加・市民サービス低下への懸念のため。

単独クラウド 平成29年度 25.6% 50.0%

体育館 4 0 0.0%
経費増加への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方針との関連
も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管理運営につ
いての協議が必要なため。

　 0 　 75.0%

0 　 64.2% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 3 100.0%

　 83.3% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 3 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 75.4% 75.9%

検討中
　 69.0% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 68.9% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 54.5% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 57.1% 44.3%

公営住宅 12 0 0.0% 経費増加・市民サービス低下への懸念のため。 0 　

大規模公園 2 0 0.0% 経費増加・市民サービス低下への懸念のため。 0

12.1% 15.3%

駐車場 2 0 0.0% 収益性経費増加等への懸念のため。 0 　 56.5%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 0 47.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0%
経費増加への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方針との関連
も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管理運営につ
いて協議が必要なため。

0 　

図書館 3 0 0.0%
市民サービス低下等への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方
針との関連も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管
理運営についての協議が必要なため。

3

34.0% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

市民サービスの後退への懸念、資料の管理等を考慮すると自治体職員常駐が望ま
しいと思われる。

25.3% 19.8%

市民の生涯学習の推進や学習活動の支援を行う拠点であるため、事業の後退や
サービスの低下を考慮すると自治体職員の常駐が望ましいと思われる。

33.1% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 2 1 50.0%
市民サービスの低下・経費増加への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の
管理運営方針との関連も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施
設自体の管理運営について協議が必要なため。

公民館、市民会館 7 0 0.0%
市民サービス低下等への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方針との関
連も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管理運営について協
議が必要なため。
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1 公民館機能も有した施設のため、市民サービス後退への懸念を考慮すると自治体
職員常駐が望ましい。

74.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 0 0.0%
経費増加への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方針との関連
も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管理運営につ
いて協議が必要なため。

0 　 41.4% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 65.0%

福祉・保健センター 3 0 0.0%
経費増加への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方針との関連
も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管理運営につ
いて協議が必要なため。

2 市役所業務の一部を施設内で行っており、市民サービスの後退への懸念を考慮す
ると自治体職員常駐が望ましいと考える。

60.8% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 　 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 11 0 0.0%
市民サービス低下等への懸念。公共施設等総合管理計画、個別施設の管理運営方
針との関連も含め、今後の指定管理制度の導入の有無に関わらず、施設自体の管
理運営について協議が必要なため。

11
通常の児童館業務以外にも放課後預かり業務を行っている。市民サービスの後退
への懸念と館内事業の管理、統括のためには自治体職員常駐が望ましいと思われ
る。

20.6% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

83.7% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192112 山梨県 笛吹市 都市　Ⅱ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.5% 40.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 95.3% 93.2%

案内・受付 　 　 100.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 87.1% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 98.2% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 74.6% 71.6%

43.5% 8.7%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.1% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.5% 97.5%

調査・集計 　 　 91.2% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 43.7% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
19 17 89.5% 【石和多目的広場】石和給食センターを建設され、残地の形状が悪くグラウンドとして

の利用が見込めない。

単独クラウド 平成27年度 検討中 23.2% 37.7%

体育館 4 4 100.0% 　

　 0 　 51.0%

0 46.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.9% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0%

　 80.9% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 2 66.7% 利益の無い施設でありシルバー人材センターにて管理している。 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 87.4% 75.9%

検討中
　 72.4% 58.8%

産業情報提供施設 2 1 50.0%
　利益の無い施設であり、指定管理者のメリットが見込めない。管理を一部シルバー
人材センターに委託している。
　図書館との複合施設となっている。

0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 75.9% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 57.1% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 43.2% 44.3%

公営住宅 27 0 0.0%
　公営住宅においては、公営住宅法47条第1項に定められる管理代行以外の指定管
理では業務が限られる。市単の住宅においても、公営住宅と一体で管理した方が効
率的である。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

24.2% 15.3%

駐車場 1 0 0.0%
　駐車台数は、約20台あるが、送迎用の駐車場として1時間は無料となっており、収益
は見込めないため駐車場に機器を設置したメーカーに機器トラブル対応を主に駐車
場全体の管理を委託している。

0 　 29.9%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 35.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 0 0.0% 　施設の利用者が少なく、文化財の収集、保管、調査等は、市の業務として行うため、
指定管理者制度の導入効果があまり見込めない。

2 　入館者が訪れる施設であることから、職員の常駐を行っている。

図書館 6 0 0.0%
　市内6館のネットワークにより総合的にサービスを提供している。指定管理にする場
合は、6館一括での指定管理となり、適切な受け手の有無、司書の取扱い等の課題
があるため、引き続き導入の可能性について検討する。

6

28.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　司書職員による図書館勤務への影響を勘案し、指定管理を見送っている。また、全
ての施設が複合施設であり。総合的な観点から検討する必要がある。

13.1% 19.8%

　女性労働者の職業教育や生涯学習事業としての利用、更に地区公民館としての活
用等、利用形態が複雑化しており、管理運営上必要。

16.7% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 12 6 50.0% 　老朽化の進んだ、さらに地域性の高い施設が主であるため、管理自体難しいと判断した。 3

0 　 53.2% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 　 0 　 58.1% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 88.2% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 73.0% 令和２年４～６月

福祉・保健センター 10 3 30.0% 　収益が見込める施設ではなく、施設の老朽化も進んでいることから、受ける事業者
が見つからない。

2 　福祉施設の拠点としての有効的な活用を促進するため。 56.2% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 7 5 71.4%

　ひとつの施設は、地区の集会所施設として利用している。
　ひとつの施設は、現在工事中であり、完成後は指定管理者制度を導入する予定で
ある。

1 　現在工事中であり、完成後は指定管理者制度を導入する予定である。 28.6% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192121 山梨県 上野原市 都市　Ⅰ－３

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 97.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
0.0% 25.0% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 100.0% 93.2%

案内・受付 　 100.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 92.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 96.4% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 83.3% 71.6%

27.8% 2.8%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.1% 97.2%

学校用務員事務 50.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 94.1% 97.5%

調査・集計 　 　 87.5% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 38.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
9 0 0.0% 利用件数が多い施設ではないため、指定管理にするべきものではない。

単独クラウド 平成29年度 令和9年度 25.0% 47.2%

体育館 10 0 0.0% 利用件数が多い施設ではないため、指定管理にするべきものではない。

　 0 　 65.4%

0 　 42.1% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 16.7% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0%

　 76.9% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 3 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 73.5% 75.9%

検討中
　 40.5% 58.8%

産業情報提供施設 4 4 100.0% 　 0

キャンプ場等 2 1 50.0% 現行の管理条件で指定管理者制度を導入した場合、コストが大幅に増加するため。 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 61.9% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 33.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 40.0% 44.3%

公営住宅 9 0 0.0%
住宅困窮度に応じた入居者の決定や家賃設定など、公営住宅法上事業主体が行う
こととされている事務を代行させることは適当でなく、指定管理者が行うことができる
範囲は、入居者の募集や修繕・清掃等に限られるため。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

5.1% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 36.5%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0%
現在の葬斎場は昭和55年に建設され、築39年が経過しております。今後、建替を含
め単独運営か広域化を検討する必要があることから民営化の導入が進んでおりませ
ん。

0 　 20.0% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 利用件数が多い施設ではないため、指定管理にするべきものではない。 0 　

図書館 2 0 0.0% 公共図書館は、指定管理者ではなく直営で運営すべき公的施設と思われるため。 2

12.0% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

公共図書館の運営については、利用者サービスにおいて、図書館司書という公的な
資格を持ち、図書に精通した知識と経験のある常駐の自治体職員が必要と思われ
るため。

8.9% 19.8%

　 17.3% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことで、コスト増が見込まれるため、直営で運営すべき施設で
あると考えることから、導入が進んでいない。

公民館、市民会館 12 0 0.0%
9件の施設は文化会館や体育館と兼ねているため。
2件の施設は、出張所や社会福祉協議会の協力もあるため。
残りの１件の施設は、利用回数・規模ともに小さいため。

0

1 文化ホール内に社会教育課を配置して管理をしている。 60.7% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0%
県と市の一体的な施設であり、県施設は、市が指定管理者として維持管理・運営等を
実施していることから、市施設を指定管理をさせることはそぐわない。従って、指定管
理の導入検討を行っていない。

0 　 30.8% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 50.0%

福祉・保健センター 3 1 33.3%
地元の区管理のため、指定管理にする施設ではないと思われるため、指定管理導入
は未検討。また、もう一方の市職員が常駐し業務を行っているため指定管理導入は
未検討。

1 施設の運営維持管理のためだけでなく、福祉・保健の業務を行っているため職員の
配置は必須である。

45.7% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 4.0% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

75.0% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192139 山梨県 甲州市 都市　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.8% 13.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 87.8% 93.2%

案内・受付 　 　 85.2% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 89.0% 87.9%

し尿収集 　 　 98.9% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 93.5% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現在センター方式と自校方式が併存している中、検討中の小中学校統廃合の方向性も加味しながら、民間委託に向け調査・検討していく。 68.6% 71.6%

24.2% 0.0%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.9% 97.2%

学校用務員事務 28.2% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 99.2% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.4% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 94.6% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 28.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
6 0 0.0%

近くに常駐する職員が管理しており低コストで管理できている。また、施設によって
は、隣接する類似施設と合わせ複合的施設として指定管理とする方策等を検討して
いる段階である。

単独クラウド 34.4% 35.9%

体育館 4 0 0.0%
近くに常駐する職員が管理しており低コストで管理できている。また、施設によって
は、隣接する類似施設と合わせ複合的施設として指定管理とする方策等を検討して
いる段階である。

　 0 　 45.4%

0 　 41.6% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 11.6% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 2 100.0%

施設の管理者として配置している。 92.1% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 3 100.0% 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 調査・検討段階であるため。 1

73.9% 75.9%

検討中
　 56.2% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 2 1 50.0% 指定管理を導入していない施設については、老朽化もあり、市のイベント時のみ使用
するだけで一般には貸し出ししていない。

0

未実施 ○ 共同化に関する課題や事例など情報収集を行っている段階のため

　 50.0% 53.3%

　 78.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 84.6% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 35.3% 44.3%

公営住宅 11 0 0.0% 指定管理の前提として、施設の老朽化もあり改修等が必要である。また、事例も少な
く導入に向けて取り組む際の課題も見えにくい状態であり検討中だが課題が多い。

0 　

大規模公園 1 0 0.0%
利用料金が発生する有料の運動施設、教養施設、便益施設が無いため維持管理コ
ストに見合う、園路、広場、修景施設に適した公園管理の手法を指定管理制度も含め
検討している。

0

5.9% 15.3%

駐車場 3 0 0.0%
1施設は利用料金が収支的に不足しているため、指定管理と業務委託のどちらが適
しているか、収支及び業務負担を含め検討している。また、他の2施設は使用料を徴
収しない駐車場であり指定管理者制度導入は見込めないため。

0 　 23.0%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 4 0 0.0% 市民の生涯学習を推進する観点から自治体職員による事業実施がより望ましいた
め。

4

32.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

市民の生涯学習を推進する観点から自治体職員による事業実施がより望ましいた
め。

13.9% 19.8%

生涯学習の拠点であり、施設の管理に必要なため、現在は職員を常駐している。ま
た、地区公民館・自治公民館をまとめる位置づけの中央公民館であるため生涯学習
の観点から自治体職員の常駐は必要と考える。

18.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 14 0 0.0%

中央公民館は、施設としての面と地域住民の公民館活動の拠点としての面がある事、地区公
民館・自治公民館をまとめる位置づけである事を勘案する中で、指定管理に馴染むかどうか研
究している。他の公民館は、コスト的また地域の生涯学習の場としても今の管理方法でよいと
考える。

3

0 　 31.6% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 46.7% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 48.9%

福祉・保健センター 3 2 66.7%
未導入施設は今年度、福祉関係相談を一元化した窓口として、地域生活支援の拠点
として位置付けたところであり、市の組織（福祉課の一部）の執務室となっている。今
後、他法令に基づく施設との集約も含め施設の運営方法について検討していく。

1
市の組織（福祉課の一部）の執務室があると同時に、福祉関係相談を一元化した窓
口として相談及びサービス提供を行う、地域生活支援の拠点としての位置付けであ
り直営で運営すべき施設であるため。

49.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 5 0 0.0% 市内各小学校と連携し事業実施する必要があり、市として責任ある者の常駐をさせた
いため。

5 市内各小学校と連携し事業実施する必要があり、市として責任ある者の常駐をさせ
たいため。

11.7% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

76.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

192147 山梨県 中央市 都市　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
13.7% 30.1% 13.7% 25.9%

電話交換 94.7% 93.2%

案内・受付 92.3% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 90.3% 87.9%

し尿収集 　 　 96.3% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 93.8% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 69.4% 71.6%

28.8% 4.1%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 98.6% 97.2%

学校用務員事務 30.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.0% 97.5%

調査・集計 　 　 98.4% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 40.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
6 2 33.3% 施設の老朽化や利用者が少ないなど指定管理者の導入が難しい。

単独クラウド 平成29年度 検討中 37.0% 45.2%

体育館 2 0 0.0% 施設が老朽化しているため、指定管理者制度の導入が難しい。

営業期間、及び営業時間が限られているため、指定管理者の導入が難しい。 1 指定管理者よりも管理費が効率的なため。 58.1%

0 　 49.3% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 0 0.0%

　 87.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 0 0.0% 施設が老朽化しており規模も小さいため、指定管理者の導入が難しい。 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

72.3% 75.9%

検討中
　 65.9% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 88.5% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 38.4% 44.3%

公営住宅 10 0 0.0% 施設が老朽化しているため、指定管理者の導入が難しい。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

13.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 21.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 16.9% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 3 0 0.0% 安全的な運営や人材確保が必要な施設であり、指定管理者制度とは馴染まないもの
と考えている。

3

26.8% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

安全的な運営や人材確保が必要な施設であり、指定管理者制度とは馴染まないも
のと考えている。

17.1% 19.8%

　 20.4% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 21 0 0.0% 多くの公民館が地元の自治会で管理しているため。 0

0 　 46.7% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0 64.6% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 87.5% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 51.9%

福祉・保健センター 2 0 0.0% 規模が小さく指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため。 0 　 45.3% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 9 0 0.0% 現在、施設の統廃合を検討しているため、当面は直営としている。 9 児童館は子育て支援を目的に常時、乳幼児やその保護者が利用できる施設として
いるため。

15.5% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

80.8% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193461 山梨県 市川三郷町 町村　Ⅳ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
11.1% 14.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 78.6% 93.2%

案内・受付 　 　 62.5% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 89.5% 87.9%

し尿収集 　 　 95.8% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 88.4% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 64.3% 71.6%

28.6% 0.0%

○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.6% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.3% 97.5%

調査・集計 　 　 93.3% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成25年度 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 17.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
10 0 0.0% 制度を導入することにより、使用料の値上がり等の理由により利用者が減少してしま

う可能性があるため。

単独クラウド 47.6% 31.7%

体育館 3 0 0.0% 制度を導入することにより、使用料の値上がり等の理由により利用者が減少してしま
う可能性があるため。

利用者数が少ないことから制度の運用が困難なため。 0 　 26.2%

0 　 26.8% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 7.1% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 0 0.0%

　 88.5% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 71.4% 75.9%

検討中
　 56.4% 58.8%

産業情報提供施設 2 1 50.0% 夏季限定の施設であり、利用者数が少ないことから制度の運用が困難なため。 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 75.0% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 16.7% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 33.3% 44.3%

公営住宅 9 0 0.0% 家賃が所得により、定められている公営住宅においては、制度になじまないため。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.5% 15.3%

駐車場 4 0 0.0% 面積が小さく、利用者が少ないことから制度の運用が困難であるため。 0 　 16.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 8.1% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 0 0.0% 利用者数が少ないことから制度の運用が困難なため。 1 町ゆかりの文化に親しんで頂くための施設であるため。

図書館 3 0 0.0% 指定管理者の導入によるコスト低減が見込みにくい。 3

17.2% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

自治体職員を常駐で配置した方が地域の方々との交流が図られ、また、責任を持っ
た体制が整えられるため。

4.8% 19.8%

利用者の利便性及び施設の安全管理のため。 8.6% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 利用者数が少ないことから制度の運用が困難なため。

公民館、市民会館 7 0 0.0% 制度を使うことで、利用者負担が懸念される。 7

1 文化及び地域活動の拠点となる施設であるため。 21.1% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 50.0%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため。 0 　 46.0% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 3 0 0.0% 規模も小さく、子どもの数も少ないことから制度の運用が困難なため。 3 利用者の対応など責任ある管理体制が整えられるため。 15.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.5% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193640 山梨県 早川町 町村　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 - 93.2%

案内・受付 　 　 - 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.2% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 87.9% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 当面は現状維持のままだが、今後、業務委託を検討していく。 48.5% 71.6%

14.1% 1.6%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.9% 97.2%

学校用務員事務 31.6% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 98.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 96.7% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成25年度 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 10.0% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 1 33.3% 指定管理制度を使うことでコスト増が見込まれるため。

単独クラウド 42.2% 35.9%

体育館 7 0 0.0% 指定管理制度を使うことでコスト増が見込まれるため。

季節的な施設であり、導入することによりコスト増が見込まれるため。 0 　 27.0%

0 　 17.9% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 77.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
3 3 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

2 2 100.0% 　 0

　 54.8% 75.9%

検討中
　 60.9% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 3 2 66.7% 施設を休止しているため。 0

未実施
　 - 53.3%

　 81.8% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 50.0% 44.3%

公営住宅 2 0 0.0% 特定個人情報の取り扱いに係る問題や導入することによりコスト増が見込まれるた
め。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 8.8%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 5.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 3 100.0% 　 0 　

図書館 0 0 　 0

31.0% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.8%

教育委員会事務局がその施設内にあるため常駐となっている。 29.1% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 7 0 0.0% 導入することによりコスト増が見込まれるため。 1

0 　 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4%

福祉・保健センター 2 1 50.0% 導入することによりコスト増が見込まれる。 0 　 25.9% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 13.0% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

67.2% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193658 山梨県 身延町 町村　Ⅲ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
3.7% 11.1% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 71.4% 93.2%

案内・受付 　 　 66.7% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 85.7% 87.9%

し尿収集 　 　 97.2% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 73.5% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 調理員の退職に伴い、会計年度任用職員等で対応する予定。 50.0% 71.6%

25.9% 0.0%

○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 92.7% 97.2%

学校用務員事務 25.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.9% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.7% 97.5%

調査・集計 　 　 97.1% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成25年度 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 20.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 44.4% 35.2%

体育館 11 0 0.0% 利用頻度が少なく使用料が少額のため指定管理制度の導入が難しい。

　 0 　 34.1%

0 　 22.3% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 16.7% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 84.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 1 50.0% 施設が山間地に位置し、利用者も町内高齢者が多く、指定管理制度の導入が難し

い。
0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 72.7% 75.9%

検討中
　 61.1% 58.8%

産業情報提供施設 6 5 83.3% 一つの施設が運営を終了したため。 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

未実施
　 - 53.3%

　 72.0% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 0.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 20.8% 44.3%

公営住宅 16 0 0.0% 老朽化している施設が多く、家賃収入も少額であり、制度の導入が難しい。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

4.2% 15.3%

駐車場 4 4 100.0% 　 0 　 27.5%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 11.5% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 専門性の高い施設であり、指定管理制度の導入にそぐわないため。 1 社会教育施設として、調査・研究をはじめ既存の事業を継続して実施していくため。

図書館 1 0 0.0% 収益のない施設で、指定管理料が少額となり応募が見込めないため。 1

9.3% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

個人情報等の取り扱いや、史料の収集管理等で町民サービスを後退させないため。 6.8% 19.8%

身延町中央公民館に生涯学習課が置かれているが、それ以外は地域での管理がさ
れている。

29.0% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 利用者収入が少なく、制度を導入することで事業や管理面でのコスト増が見込まれる
ため。

公民館、市民会館 13 0 0.0% 利用頻度が少なく、指定管理制度の導入が難しいため。 1

1 社会教育施設として各種イベント対応や、管理・運営を行っているため。 14.3% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 60.0% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 33.3% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 100.0% 令和２年７～９月

福祉・保健センター 4 0 0.0% それぞれの施設に支所等の行政機関が置かれ複合施設となっているため。 4 支所等行政機関の職員が、施設を管理しているため。 42.0% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 児童館に保育士資格を有する職員を配置しているため。 1 保育士資格を有する職員を配置し、各種事業を実施しているため。 25.6% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

85.2% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193666 山梨県 南部町 町村　Ⅱ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.5% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 98.4% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.3% 8.9% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 90.0% 93.2%

案内・受付 　 　 40.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.1% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 92.6% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 87.8% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 将来的に指定管理者制度導入もしくは業務委託を検討 62.3% 71.6%

11.4% 0.0%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.0% 97.2%

学校用務員事務 ○ 財政状況等を勘案しながら今後検討 23.7% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.7% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.4% 97.5%

調査・集計 　 　 96.2% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成25年度 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

1 複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は
考えていない。

9.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は

考えていない。

単独クラウド 41.8% 41.8%

体育館 2 0 0.0% 複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は
考えていない。

複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は
考えていない。

1 複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は
考えていない。

23.0%

0 　 22.5% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 98.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

2 1 50.0% 利用料収入が少ないため指定管理が難しい。 0

　 67.2% 75.9%

検討中
　 61.5% 58.8%

産業情報提供施設 2 2 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

未実施
　 66.7% 53.3%

　 66.7% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 20.4% 44.3%

公営住宅 7 0 0.0% 職員の対応で業務遂行ができているため、導入に対する検討を行っていない。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 9.7%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 7.4% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理が難しい。 1 図書館と兼ねているため。

図書館 2 0 0.0% 収益を生む施設でないため、直営で運営すべきと考えている。 1

10.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

本の貸し出し等の業務があるため常駐が必要である。 6.4% 19.8%

　 11.8% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 庁舎との複合施設のため指定管理者の導入は考えていない。

公民館、市民会館 15 0 0.0% 地域での管理を継続予定。 0

1 庁舎との複合施設のため指定管理者の導入は考えていない。 23.8% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 50.0% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 70.6% 令和２年４～６月

福祉・保健センター 2 0 0.0% 福祉政策目的であるため直営と考えている。 2 福祉政策目的であるため直営と考えている。 29.3% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 2 0 0.0% 利用者が少ないため。 0 　 6.3% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

70.9% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193682 山梨県 富士川町 町村　Ⅳ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
11.1% 14.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 78.6% 93.2%

案内・受付 　 62.5% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 89.5% 87.9%

し尿収集 　 　 95.8% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 88.4% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 64.3% 71.6%

28.6% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.6% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.3% 97.5%

調査・集計 　 　 93.3% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成25年度 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 17.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
15 0 0.0% 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた

め。

単独クラウド 47.6% 31.7%

体育館 3 0 0.0% 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた
め。

現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた
め。

3 安全上管理職員が必要なため。 26.2%

0 　 26.8% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 7.1% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 0 0.0%

　 88.5% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 1 50.0% 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた

め。
1

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

安全上管理職員が必要なため。 71.4% 75.9%

検討中
安全上管理職員が必要なため。 56.4% 58.8%

産業情報提供施設 3 3 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 0 0.0% 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた
め。

1

未実施
　 50.0% 53.3%

　 75.0% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　教育委員会の執務室があるため。 16.7% 64.9%展示場施設、見本市施設 2 0 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるた
め。

1

　 33.3% 44.3%

公営住宅 16 0 0.0% 施設が古いため指定管理にそぐわない。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.5% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 16.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 8.1% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 0.0%

17.2% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

4.8% 19.8%

施設が大きいため維持管理職員が必要。 8.6% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 16 0 0.0% 現状運営に係るコストは軽微であり、指定管理制度を使うとコスト増が見込まれるため。 1

　 21.1% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 50.0%

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 46.0% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 3 0 0.0% 放課後児童クラブについては、町内各小中学校と連携をとり、町民の声を反映させな
がら運営を行っているため指定管理の予定はない。

3 業務の重要度により職員の常駐が必要なため。 15.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.5% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

193844 山梨県 昭和町 町村　Ⅳ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
11.1% 14.3% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 78.6% 93.2%

案内・受付 　 　 62.5% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 89.5% 87.9%

し尿収集 　 　 95.8% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 88.4% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 64.3% 71.6%

28.6% 0.0%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.6% 97.2%

学校用務員事務 33.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.3% 97.5%

調査・集計 　 　 93.3% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

1 複数施設を一括兼任により低コストで維持管理しているため、指定管理者の導入は
考えていない

17.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 1 33.3% 導入済み施設のほかは小規模施設であるため、指定管理者制度は必要ない

単独クラウド 令和元年度（平成31年度） 検討中 47.6% 31.7%

体育館 1 0 0.0% 老朽化のため建物補修が必要

築20年を超え指定管理者制度を導入するにあたり施設改修等が必要になる 1 施設の維持管理上必要 26.2%

0 　 26.8% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 7.1% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 88.5% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0.0% 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

71.4% 75.9%

検討中
　 56.4% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 53.3%

　 75.0% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 16.7% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 33.3% 44.3%

公営住宅 1 0 0.0% 家賃収納事務や施設管理の必要性から直営としている 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.5% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 16.2%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 8.1% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 観覧料を取って、施設を見せているだけなので、指定管理者には不向きである。 1 施設の維持管理上必要

図書館 1 0 0.0% 図書館の再整備を検討しているため 1

17.2% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

施設の維持管理上必要 4.8% 19.8%

施設の維持管理上必要 8.6% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 再整備を検討しているため 1

0 　 21.1% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 50.0% 令和２年４～６月

福祉・保健センター 1 0 0.0% 老人福祉・母子保健・健康づくりなど多目的施設であるため今後も継続していく予定 1 施設の維持管理上必要 46.0% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 4 0 0.0% 教育・子育て政策に対して、町民から行政の直営を求める声が多いため、民営化は
考えていない

4 施設の維持管理上必要 15.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.5% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194221 山梨県 道志村 町村　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 94.6% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 96.6% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
5.8% 9.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 33.3% 93.2%

案内・受付 　 　 0.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 76.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 60.0% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 40.5% 71.6%

25.0% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.5% 97.2%

学校用務員事務 32.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.6% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.5%

調査・集計 　 　 100.0% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 10.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 44.2% 36.5%

体育館 3 0 0.0% 体育館の使用料は少額であり、指定管理者となる事業者がいないため。

平成29年度以降、施設の老朽化等を理由に営業をしていないため。 0 　 10.7%

0 　 9.1% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 80.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 81.3% 75.9%

検討中
　 48.8% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

未実施
　 100.0% 53.3%

　 93.3% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 44.4% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 25.0% 44.3%

公営住宅 3 0 0.0% 指定管理者制度を利用することで、家賃などが高騰することが見込まれるため。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 6.7%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 0.0% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 0 0 　 0

12.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 10.5% 19.8%

　 13.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 公民館機能も併せ持つ施設であり、村の行政機関も常駐しており、指定管理者制度
に適さないため。

公民館、市民会館 3 0 0.0% 公民館は自治会で管理しており、指定管理者制度を導入する施設に適さないため。 0

1 現在、役場庁舎の出先機関として教育委員会が管理している。 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0 　 88.9% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 81.8% 73.8%

介護支援センター 1 1 100.0% 　 0 　 87.5%

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 48.4% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 学童保育所を運営しており、指定管理者制度を導入すると、保育料の高騰などが見
込まれるため。

1 常駐時間が１５時から１８時までと短く、指定管理を行う事が難しいため、職員を配置
している。

3.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

84.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194239 山梨県 西桂町 町村　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 94.6% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 96.6% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
5.8% 9.6% 13.7% 25.9%

電話交換 33.3% 93.2%

案内・受付 0.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 76.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 60.0% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 40.5% 71.6%

25.0% 0.0%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.5% 97.2%

学校用務員事務 32.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.6% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.5%

調査・集計 　 　 100.0% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 10.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 2 66.7% 指定管理者制度を導入するほどの適切な業務量がないため導入効果が見込めない

単独クラウド 44.2% 36.5%

体育館 0 0 　

　 0 　 10.7%

0 　 9.1% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 80.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 81.3% 75.9%

検討中
　 48.8% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施 ○ 基幹系ネットワークシステム現契約を令和５年度まで締結しているため、自治体クラウドの導入はそれ以降になる。

　 100.0% 53.3%

　 93.3% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 44.4% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 25.0% 44.3%

公営住宅 4 0 0.0% 指定管理者制度を導入するほどの適切な業務量がないため導入効果が見込めない 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 6.7%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 0.0% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

12.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 10.5% 19.8%

13.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 5 5 100.0% 0

0 　 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 88.9% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 81.8% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 87.5%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 0 　 48.4% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 指定管理者制度を導入するほどの適切な業務量がないため導入が見込めない 1 指定管理者制度を導入するほどの適切な業務量がないため導入が見込めない 3.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

84.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194247 山梨県 忍野村 町村　Ⅱ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.5% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 98.4% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.3% 8.9% 13.7% 25.9%

電話交換 90.0% 93.2%

案内・受付 40.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.1% 97.4%

実施状況

公用車運転 92.6% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 87.8% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 全部委託を実施するため、現在は調理員（単労職）の退職補充を行っていない。 62.3% 71.6%

11.4% 0.0%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.0% 97.2%

学校用務員事務 23.7% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針

在宅配食サービス 　 　 100.0%

100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.7% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.4% 97.5%

調査・集計 　 　 96.2% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 9.8% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 指定管理者制度を導入する様な利用状況ではないので検討していない。

単独クラウド 41.8% 41.8%

体育館 1 0 0.0% 指定管理者制度を導入する様な利用状況ではないので検討していない。

　 0 　 23.0%

0 　 22.5% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 98.0% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 67.2% 75.9%

検討中 ○ 自治体クラウドについて、次期システム更改に向け現在検討中

　 61.5% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 66.7% 53.3%

　 66.7% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 20.4% 44.3%

公営住宅 3 0 0.0% 低所得者向けの住宅であり、生活支援政策の意味合いが強い住宅であるため。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 9.7%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 7.4% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 公募してもコスト等の面で条件に合わず応募がない。 1 公募してもコスト等の面で条件に合わず応募がないため。

図書館 1 0 0.0% 司書の処遇など人的な対応が困難なため。 1

10.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

当該施設は生涯学習の拠点施設であり教育委員会との連携が必要不可欠であるた
め。

6.4% 19.8%

指定管理者制度を導入する様な利用状況ではない。 11.8% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 0 0.0% 住民が利用できる施設ではあるが、村立中学校の敷地内にあり、教育的利用も多い
ため。

公民館、市民会館 3 0 0.0% 利用状況から指定管理となるとコストが増える。 0

0 　 23.8% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 50.0% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 1 0 0.0% 介護支援センターがある保健福祉センターは行政部局（福祉保健課）が一体的に管
理しているため。

1 村の施策を直接的に反映させるべき施設であるため、直営で運営すべき施設であ
る。

70.6% 令和２年４～６月

福祉・保健センター 1 0 0.0% 村の施策を直接的に反映させるべき施設であるため、直営で運営すべき施設であ
る。

1 村の施策を直接的に反映させるべき施設であるため、直営で運営すべき施設であ
る。

29.3% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 村の施策を直接的に反映させるべき施設であるため、直営で運営すべき施設であ
る。

1 村の施策を直接的に反映させるべき施設であるため、直営で運営すべき施設であ
る。

6.3% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

70.9% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194251 山梨県 山中湖村 町村　Ⅱ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
7.5% 9.0% 13.7% 25.9%

電話交換 　 66.7% 93.2%

案内・受付 　 50.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 89.3% 97.4%

実施状況

公用車運転 ○ 運転業務以外に事務も行っているため委託する予定なし。 84.6% 87.9%

し尿収集 　 　 97.9% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 75.0% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 民間委託について検討したが、コスト増加が見込まれ、給食の満足度低下の懸念もあることから、現状では委託しない方針。 46.6% 71.6%

23.9% 1.5%

○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 92.5% 97.2%

学校用務員事務 45.5% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.5%

調査・集計 　 　 100.0% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 18.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0

単独クラウド 59.7% 28.4%

体育館 2 0 0.0% 小中学校にある施設で、使用は学校行事が優先され、貸し出しも住民の方に限って
いることから、業務量も多くなく、導入による費用対効果が見込めないため。

令和2年度から設備の老朽化により使用していないため。 0 　 20.3%

0 　 24.7% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 94.4% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 43.1% 75.9%

検討中
　 64.5% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 0 0.0% 毎年5～9月の季節運営（委託）の施設であり、導入することによりコスト増加が見込ま
れるため。

0

未実施
　 100.0% 53.3%

　 72.7% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 66.7% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 33.3% 44.3%

公営住宅 0 0 　 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.1% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 23.8%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 14.8% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 0 0.0% 当該施設（文学館）周辺での施設整備を検討中で、計画の進捗に応じて、指定管理
者制度導入の議論を進めていく予定。

1 文学館という性質上、専門性の高い知識を有する学芸員を配置する必要があるた
め。

図書館 1 1 100.0% 　 0

24.2% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.5% 19.8%

32.0% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 4 0 0.0% 施設規模が小さく、利用頻度の多い公民館は管理人がおり、他の施設は利用頻度も少ないこ
とから、指定管理者制度導入による村の負担軽減が見込めないため。

0

0 　 29.2% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 50.0% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.8%

介護支援センター 1 0 0.0% 村として地域包括支援センターは直営での運営が必要であると考えているため。 1 事業の目的を達成するには自治体職員が関わることが望ましいため。 37.5%

福祉・保健センター 2 1 50.0% 老人福祉しあわせセンターは行政組織（福祉健康課）が一体的に管理運営しているた
め。

1 行政組織（福祉健康課）の執務室として使用していることから、自治体職員を配置す
る必要があるため。

37.1% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 13.7% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

82.1% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194298 山梨県 鳴沢村 町村　Ⅰ－１

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 94.6% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 96.6% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
5.8% 9.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 33.3% 93.2%

案内・受付 　 　 0.0% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.4%

実施状況

公用車運転 76.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 60.0% 91.2%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 40.5% 71.6%

25.0% 0.0%

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.5% 97.2%

学校用務員事務 ○ 用務員の退職後は、会計年度任用職員等で対応するか、若しくは民間委託が可能であるか検討していく。 32.0% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.6% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.5%

調査・集計 　 　 100.0% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 10.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 使用料収入がほとんどなく、指定管理の応募が見込まれないため。

単独クラウド 令和元年度（平成31年度） 令和6年度 44.2% 36.5%

体育館 2 0 0.0% 使用料収入がほとんどなく、指定管理の応募が見込まれないため。

　 0 　 10.7%

0 　 9.1% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 80.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 81.3% 75.9%

検討中
　 48.8% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 53.3%

　 93.3% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 44.4% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 25.0% 44.3%

公営住宅 0 0 　 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 6.7%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 0.0% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 0 0 　 0

12.9% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 10.5% 19.8%

直営の職員（嘱託職員）が管理することにより、村民に対して極めて細やかで柔軟な
管理・運営を行うことができている。

13.9% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 2 0 0.0% 直営で運営することにより、村民に対して極めて細やかで柔軟な管理・運営を行うことができて
いるため。

1

0 　 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 88.9% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 81.8% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 87.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 老人福祉・母子保健・健康づくりなどの多目的施設であるため、直営として継続する。 0 　 48.4% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 3.8% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

84.6% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194301 山梨県 富士河口湖町 町村　Ⅴ－２

設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 98.9% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
13.1% 19.2% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 92.9% 93.2%

案内・受付 　 　 89.7% 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 94.4% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 80.3% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） ○ 給食センター化がなされれば業務委託する方向も検討されると思われる。 87.9% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 給食センター化がなされれば業務委託する方向も検討されると思われる。 72.3% 71.6%

22.2% 5.1%

○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.9% 97.2%

学校用務員事務 ○ 業務委託する予定なし。 45.3% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 94.3% 97.5%

調査・集計 　 　 98.8% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

1 　 26.5% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
8 0 0.0% 導入以前との同水準のサービスの提供が費用対効果に見合ったものとならないた

め。（使用料が上がるなど）

単独クラウド 平成28年度 34.3% 42.4%

体育館 4 0 0.0% 安価で施設の貸し出しを行うについては、指定管理導入だと委託料に見合った費用
対効果が発生しないため。

開設期間が夏場のみと短く、指定管理をすることに見合った費用対効果があらわれ
ないため。

0 　 29.2%

0 　 31.3% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 26.7% 14.1%

51.3%

実施予定
自治体クラウド

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 1 50.0%

　 88.9% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 0 0.0% 町民のみが利用する施設であり、導入することによる費用対効果と委託料に見合う従

前のサービスの提供が継続できると思われないため。
0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 52.9% 75.9%

検討中
　 32.1% 58.8%

産業情報提供施設 6 6 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 53.3%

　 58.1% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 19.4% 44.3%

公営住宅 2 0 0.0% 町営住宅は安価な住居の提供であり本来収益が生じる施設ではない。使用料収入に
対し、見合った委託料が出せない。

0 　

大規模公園 9 0 0.0% 管理委託料も少額であり運営委託料まで出してもそれに見合う利用者、またサービス
の提供も考えられず、費用対効果に合わないと思われる。

0

0.8% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 22.0%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.8% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 4 0 0.0% 業務委託する予定なし。 2

20.7% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

ボランティア（町民）との連携や貸出業務などの単労は臨時職員で賄っており、指定
管理に出した場合同額の委託料等で同水準のサービスの提供が継続できると思わ
れないため。

15.4% 19.8%

公民館利用以外に教育センターが常設されていたり、出張所機能を有する施設（窓
口業務）も取り扱っている複合施設でもあるので職員が常に配置されるべきものと考
えている。

20.0% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 3 0 0.0% ２施設は導入を検討しているが、導入にあたり施設の改修が必要となり、その費用が
多額となるため。

公民館、市民会館 26 0 0.0% 管轄は町（生涯学習課）となっているが、実質的な運営、管理は各地区で行っているため。 3

2 施設の利用者が常時いて、それに対応する職員が必要であるため。 38.3% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.3% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 16.7%

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 36.7% 53.2%

48.5% 作成済 ○ 作成中 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 2 0 0.0% 指定管理に出すことで従来のサービスと同等の提供ができると考えづらい。　指定管
理委託料に見合った費用対効果があげられないと思われる。

2 施設の利用者が常時いて、それに対応する職員が必要であるため。 17.0% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

79.8% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194425 山梨県 小菅村 町村　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.7% 25.9%

電話交換 - 93.2%

案内・受付 - 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 90.2% 97.4%

実施状況

公用車運転 87.9% 87.9%

し尿収集 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 87.9% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 48.5% 71.6%

14.1% 1.6%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.9% 97.2%

学校用務員事務 31.6% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 98.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 96.7% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 　 10.0% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 利用状況が少ないため、指定管理者によるコスト増が見込まれるため直営で運営す

る。

単独クラウド 42.2% 35.9%

体育館 1 0 0.0% 利用状況が少ないため、指定管理者の応募状況が見込めないため。

　 0 　 27.0%

0 　 17.9% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0

　 77.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 54.8% 75.9%

検討中
　 60.9% 58.8%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 2 2 100.0% 　 0

未実施
　 - 53.3%

　 81.8% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 50.0% 44.3%

公営住宅 3 0 0.0% 指定管理者による経費負担が発生するため直営の方が経費がかからない。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 8.8%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 5.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

31.0% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.8%

本村の規模では会計年度任用職員（パート）による直営方式が経費を低く運営でき
るため。

29.1% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 9 0 0.0% 本村の規模では臨時職員による直営方式が経費を低く運営できるため。 1

0 　 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 1 1 100.0% 　 0 　 44.4% 令和２年７～９月

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 25.9% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 13.0% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

67.2% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※令和2年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

【参考】

（注）令和2年3月31日時点における状況であること。

統一的な基準による財務書類の作成状況（平成30年度決算に係る一般会計等財務書類）

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

194433 山梨県 丹波山村 町村　Ⅰ－２

設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.4%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.7% 25.9%

電話交換 　 　 - 93.2%

案内・受付 　 　 - 91.1%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.2% 97.4%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.9%

し尿収集 　 　 100.0% 98.1%

学校給食（運搬） 　 　 87.9% 91.2%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 48.5% 71.6%

14.1% 1.6%

○ ○

財務会計

実施率

3.5%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.9% 97.2%

学校用務員事務 31.6% 37.0%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 98.0% 99.1%

31.3%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.7%

ホームヘルパー派遣 　 　 97.9% 99.1%

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.5%

調査・集計 　 　 96.7% 96.4%

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド
公の

施設数
制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

実施予定時期

0 10.0% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる

単独クラウド 42.2% 35.9%

体育館 0 0 　

実質小中学校の児童・生徒が授業で利用する施設のため直営での運営が望ましい 0 　 27.0%

0 　 17.9% 48.0% 類型

38.3%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 14.1%

51.3%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

35.5%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0%

　 77.6% 86.7%

検討状況
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる 1

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる 0

いずれ指定管理者制度を活用する予定であるが、今は観光拠点としての整備と村
民の雇用には村直営がベストと考えているため

54.8% 75.9%

検討中
　 60.9% 58.8%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

未実施
　 - 53.3%

　 81.8% 74.7%

実施しない理由

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.9%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

　 50.0% 44.3%

公営住宅 1 0 0.0% 施設が小規模なため指定管理制度はそぐわない 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 15.3%

駐車場 0 0 　 0 　 8.8%

策定済 ○ 策定予定 　 策定予定時期 　

37.6%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 5.6% 22.3%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる 0 　

図書館 0 0 　 0

31.0% 27.9%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.8%

　 29.1% 23.1% 100.0% 99.9%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 5 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる 0

0 　 0.0% 51.6%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 49.8%

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.8%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 令和３年１～３月

福祉・保健センター 1 0 0.0% 利用料収入が少ないため指定管理は難しいと思われる 0 　 25.9% 53.2%

48.5% 作成済 作成中 ○ 作成完了予定時期

児童クラブ、学童館等 0 0 　 0 　 13.0% 23.8%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

67.2% 80.3%

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（令和2年4月1日現在）


